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１．「のれん非償却」が本来的には望ましい制度
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⚫ 日本基準におけるのれん償却は、IFRS採用企業との比較において利益指標を不利に
見せ、日本企業のM&A戦略や成長投資の意思決定に不利な影響を及ぼしている。

⚫ IFRSへの移行によってのれん償却を回避することは可能であるが、多額のコストや実
務負担を伴い、すべての企業にとって現実的な選択肢とは言い難い。

⚫ のれん償却問題は個社による基準変更ではなく、日本基準そのものの見直しを通じて
解決を図るべきである。



１．「のれん非償却」が本来的には望ましい制度
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課題内容 具体的な影響・弊害

膨大な移行費用と人材不足
数千万から数億円規模の移行費用が発生。バリュエーションやIFRS実務に精通した専門人
材の確保が極めて困難であり、一定期間の並行開示負担も極めて重い。

機動的なM&Aの阻害
基準切り替えには数年単位の準備期間が必要なため、目前の機動的な買収案件（案件発生
から短期間で決断を迫られる実務）に対する即効性が一切ない。

移行の非合理性
のれん償却回避のためだけの導入は費用対効果（ROI）が見合わない。国内中心の企業にと
っては開示変化の負担が重すぎ、強制適用に対する強い反発が存在する。

構築負荷の増大
会計システムの全面刷新や内部統制の再構築が必要。特に人的リソースの乏しい中堅企業
や、極めて資産規模が大きくシステムが複雑な金融機関にはハードルが非常に高い。

単体諸表への波及効果
連結でIFRSを採用した場合であっても、会社の単体決算は日本基準が継続して残るため、会
社法上の「分配可能額」等の根本的な会計実務問題は解消されない。

補正情報の浸透
比較可能性の限界

IFRS移行を行わず、EBITDA等の任意開示（ノンGAAP指標等）で補正したとしても、決算短信
や主要な株式情報サイト等に標準的な指標として掲載されないため、投資家間で十分な比較
対象とならない。特に個人投資家には十分理解されにくく、その結果として機関投資家による
評価にも悪影響を及ぼしている。

■ IFRS移行や任意開示による対応の課題



２．償却期間・償却方法のガイダンスについての留意点
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⚫ 「償却期間・償却方法に関するガイダンス開発」は、償却期間の透明性向上や比較可
能性の改善という点で一定の意義がある。

⚫  一方で、ガイダンスが過度に形式化・画一化された場合、企業実態を十分に反映しな
い硬直的な運用につながる懸念がある。 

⚫また、償却期間の恣意性に関する課題の解消には寄与するものの、日本企業のM&A
促進や成長投資を後押しする抜本的な解決策とはなり得ない。



３．開示の見直しについて（制度的開示と情報インフラの整備）
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⚫ のれん非償却が実現しない場合には、少なくとも「のれん償却前利益」の制度開示を
進めることで、日本基準採用企業とIFRS採用企業との比較可能性を大きく改善できる。

⚫ 「のれん償却前営業利益」「のれん償却前経常利益」「のれん償却前純利益」を、のれ
んの有無にかかわらず決算短信等における必須開示項目とすることで、企業横断的
な比較可能性を高めるべきである。

⚫  制度開示の実効性を高めるため、主要な株式情報サイト等においても、のれん償却
前利益を標準的な利益指標として表示し、市場参加者が容易に活用できる環境を整
備すべきである。



４．投資指標への展開と今後への期待
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⚫のれん償却前利益の開示に加え、EPS、PER、ROE等の投資指標についても、のれん
償却の影響を考慮した比較可能な形で利用できる環境を整備すべきである。

⚫  特に、主要な株式情報サイト等において、「のれん償却前純利益」を基礎としたEPS、
PER、ROEを掲載し、M&Aを積極的に行う企業が適切に評価される市場環境を構築す
べきである。

⚫  開示制度の見直しは、単なる追加開示にとどまらず、投資家が実際に活用する指標
レベルまで含めた包括的な対応とし、国際的な比較可能性の向上につなげるべきであ
る。
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